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基づくものである）。ただし，Bowman and Ambrosini が価値概念を再定義した際の出
発点は，資源ベース理論から見る企業における価値獲得の問題を明確にすることである。
そのため，使用価値は，最終消費者に限定される概念ではなく，B to B の文脈にも存
在する。B to B の文脈では，ある企業によって創造された使用価値は，企業間の取引
を通じて，交換価値に変わる。企業の価値獲得は，このようなプロセスで達成できるの
である。         














 消費者行動研究の中で，価値に関するもう一つの論文は，Sheth,J.N., Newman B.I., 




Sheth,Newman and Gross の論文で使われている価値の概念には，二つの意味を有す
る。一つ目の意味は，消費者行動研究における，消費者の知覚効用（Perceived Utility）








最後に紹介するのは，Vargo, S.L. and Lusch, R.F.（2004，2008）によって，提案
された文脈価値の概念である。文脈価値の概念の背後にあるのは，Vargo and Lusch に
よって提起されたサービス・ドミナント・ロジック（Service Dominant Logic ：以下
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B to B 










することを出発点とする。この意味では，Bowman,C. and Ambrosini,V.(2000)や，Vargo 
and Lusch（2004）ではなく，Sheth, Newman and Gross(1991)の価値概念の捉え方にも



























（Ratneshowar,S. and Shockor,A.D. 1991，Kenhove,P.V. and Wulf,K.D.1999）。 
また，小売業における消費者行動と状況要因も一つの研究領域である。たとえば，
























 また，Vargo and Lusch （2004,2008）は， S-D ロジックの中で，文脈価値概念につ








 この考え方は，Sheth, Newman and Gross(1991)の価値に関する議論と比較すること
で，興味深い相違点が得られる。つまり，もしすべての価値が文脈において決められる







れば，Vargo and Lusch(2008)の文脈価値の視点は，Sheth, Newman and Gross(1991)
のモデルより，さらに鮮明に消費者行動を説明できるのではないかと考える。ただ，





















































































































できる。各章の内容（各章の問題意識，および調査方法）は，表 0-2 にまとめている。 
 
表 0-2 各章の内容のまとめ 
 





































































 第 1 章 化粧品の消費経験と商品評価に関する一考察 
  

































 2004 年，Vargo and Lusch は，Journal of Marketing 誌に“Evolving to a New Dominant 








世界にも大きな示唆を与えてくれる。Vargo and Lusch（2008）によると，S-D ロジッ
クには 10 の基本的前提（Foundational Premises：FPs）があり，そのうち消費者と企








































































にとらえようとする研究もある。Arnould, E.J. and Thompson , C.J. (2005)によれば，
消費の社会文化的，経験的，象徴的，観念的な側面に焦点を合わせる既存研究には，理
論的共通性及び関連性が欠けていると主張する。この問題に対して，Arnould and 
Thompson は消費文化理論（Consumer Culture Theory: CCT）という新たな概念を提示
し，社会的・経験的・象徴的・観念的消費を包括的に捉え直そうとしており，消費は歴
史の中で形成する社会文化的実践行為であると主張する。 











































































































④KJ 法によって，要因を分類する。   
⑤データの中で共通性を見出し，消費経験の全体像を描いていく。  


















 （各要因は A-B というふうに番号を振っており，A は文の順番，B は一つの中で何番
目の要因なのかを表す。）分析の結果は図 1-1 に示す。 
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図 1-1 KJ 法による要因分類の一例 
 























































表 1-1 要因分類のまとめ 
大項目 中項目 小項目 分類したテキスト（例） 
知覚性質・品
質全般 
知覚属性 知覚基本属性 色，香り，テクスチャ-  
ブランド知名度 ブランド 






相対的評価 参照対象との比較 参照物や期待との比較 イメージとの比較 
口コミとの比較 
BA さんの推薦との比較 
価格との関連 費用 高い，値段，出費 
コストパフォーマンス コスパがいい 
他商品との比較 他の商品との比較 …は…だけど，これは… 
何も使わない時との比較 今まで…はなかった 




他商品との相性 他の商品と合うかどうか ファンデが少し暗めを使っている 
汎用性 着るものも口紅も選ばない， 
どんなメイクも合わせやすい 




使い方 普段の使い方 クリームと一緒，少量で何回も 
革新的使い方 剥がしたパックを首やデコルテに 
使い方の多様性 …にも…にも使える 
















い」（事例 14 の 2），「現物は写真で見るより焦げ茶色ですが，肌の上では黒系に見えて
不自然でなく良い感じです」（事例 21 の 5），「楽しみに早速試したところサンプルは標









ョンがすごくあがります」（事例 11 の 2），「ボトルも可愛いし気分上がりますよね」（事








はすっ飛びました」（事例 1 の 1,2,3），「評判通りに，洗い上がりがとてもさっぱりし
て気持ちいいです」（事例 19 の 2），「このファンデーションは 以前から BA さんに聞
いていました。口コミにも沢山の方が高評価されていて，凄く気になっていました。…










ので，これから夏は…をチェックしたいなと思います」（事例 25 の 6），「高いだけのこ
とはあります。正直言ってびっくりしました」（事例 72 の 4,5），「高いけどお仕事きっ










てます」（事例 28 の 8），「今まで色んな BB クリームを使ってきたけどこれは結構優秀」
（事例 65 の 2），「今までいろんなものを試してますが，やっぱりこのマスカラに勝て







メークの必需品が…のコンシーラー!!」（事例 29 の 2,3），「子供っぽくないバニラの香
りですごく好みです」（事例 82 の 4），「若い子がつけたら大人っぽくなるかもしれない







（事例 35 の 8），「愛用中の口紅・ディオールアディクトエクストレムの 336 サントロ
ペとの相性が特にいい事もポイントが高いですね」（事例 86 の 8）は他商品との相性。






信じて購入しました」（事例 33 の 1,2），「娘（中２）のピアノの発表会用に１８ローズ
パステルを購入」（事例 23 の 5）のように，消費者は，使用シーンを設定して商品の使
い分けをしていることが分かる。また，「凄く綺麗な発色で夏にぴったりのサマーメイ
クがリップメイクで出来るなんて最高ですね♪」（事例 7の 4），「朝 7時に塗って夕方 4














にくいように感じます」（事例 50 の 9,10,11,12），「暑い日は冷蔵庫に入れて冷やして
使うと爽快感がＵＰ」（事例 26 の 5）の事例から見られるように，使い方を工夫するあ
るいは革新的な使い方をするケースも見られる。さらに，「肌にはもちろん，髪やボデ
ィにも使用出来るそうですが…」（事例 34 の 4），「ボディにも使えるのが嬉しいです」




えば，「この商品に出会ってからパウダー大好きになりました」（事例 35 の 6），「パッ
ケージがすごくかわいくてテンションあがりました」（事例 82 の 2）。同時に，感情的
な反応超えて行動的な側面まで変化が見られるケースもある。「このアイシャドウベー
スは手放せませんね！！ 」（事例 91 の 3），「余り濃くリップメイクを主張しすぎない












































































































































































































相関している（Trope and Liberman 2010）。 
 したがって，この問題は心理的距離の概念をどう扱うかによるのである。心理的距離
と客観的な距離次元の関係は，あくまでも概念と代理変数の関係であり，心理的距離は，
客観的距離次元によって完全に捉えきれないが，Liberman, Trope and Wakslak(2007)
によれば，客観的距離によって主観的な距離を測ることで心理的距離と解釈レベルを異
なる構成概念として扱うことができる。  




図 2-1 解釈レベルの基本的モデル 
 


























































 まず，Freitas,A.L., Gollwitzer,P. and Trope,Y.（2004）によって，解釈レベルを
操作する方法が開発された。具体的には，ある行動に対して抽象的なマインドセット
（Why の質問を）あるいは具体的なマインドセット（How の質問）の指示を与えること
によって，解釈レベルを操作する。Fujita et al.(2006)などは，この方法を採用した。 
 また，分類/手本タスク（Category/Exemplar Generation Task）を利用し，Fujita et 
al．(2006)と Hong,J. and Lee,A.Y.(2010)は名詞の上位カテゴリー/具体例を設けるこ
とで，被験者の解釈レベルを操作している。それ以外の方法として，例えば，Kim and 
John(2008)は時間的距離を操作することで，解釈レベルを操作している。Eyal,T., 
Sagristano,M.D.,Trope ,Y.,Liberman,N., Chaiken, S.(2009)は出来事の重要性や意義
あるいは，いかにそれを遂げるかを被験者に想像させる指示を与えることで，解釈レベ
ルを操作している。 
 一方，解釈レベルを測定する方法もいくつかある。まず，Vallacher,R.R. and 
Wegner,D.M.(1989）は，行動への認識（Action Identification）の個人差異を測定す
るための行動認識フォーム（The Behavior Identification Form：BIF）を提案した。
この方法も解釈レベルを扱った実証研究ではよく使用されている。Fujita, K., 
Henderson,M.D., Eng,J., Trope, Y. and Liberman, N.(2006) は BIF を利用し，ある
行動（友人の引越しを手伝う）を想像させた後，被験者の解釈レベルを調査した。Kim and 
John(2008)は，拡張ブランドを評価する際，高次解釈を行うかあるいは低次解釈を行う




Fujita et al.(2006)は LCM を利用し，あるイベントに対する解釈レベルを調査した。 



















ル理論をブランド拡張評価に，Kim et al.(2008)は解釈レベル理論を製品評価に，Eyal 











相対的な評価である。Trope ,Liberman and Wakslak (2007）によれば，遠い将来の出
来事に対する評価は，近い将来の評価より，状況の高次解釈の側面に依存する。また先
行研究から，実証研究の中で価値の評価に関しては主に五つの観点がある。それは(1)
主要的な目標関連/副次的な目標関連（Trope and Liberman 2000），(2)実証可能性/
望ましさ（Liberman and Trope 1998），(3)ある行動に対する賛/否，(Liberman ,Trope 
and Walther 2004)，(4)理想的な価値/実際の関心事(Kivetz,Y. and Tyler,T.R. 2007)，
(5)複数の対象が有する同じ属性/複数の対象が有するそれぞれ異なる属性（Alignable 





























































































































































































































































































































































































































さらに，本章では「文脈」の操作化のための理論的背景としてTrope,Y. and Liberman,N. 
(2010)解釈レベル理論（Construal Level Theory）に加えて，価値判断の測定について，


























































多い。例えば回転式の円盤を回して得られた数字(Tversky and Kahneman 1974)，学生
番号(Wilson, Houston, Etling and Brekke 1996)などが挙げられる。その後，不動産
の価格（Northcraft,G.B. and Neale,M.A. 1987），長さ，高さ，重さ，距離，数，人口，
年度，ガロン（Jacowitz,K.E. and Kahneman,D. 1995），ドイツの平均温度（Mussweiler,T. 
and Strack,F. 2000）などがアンカーとして使われてきた。 
さらにアンカリング効果は，数字によるものだけではない。Oppenheimer, D. M., 
LeBoeuf, R. A. and Brewer, N. T. (2008) は「大きい」や「小さい」など，マグニチ
ュードを表す概念も，人の判断に同じような影響を与えることを証明している。「大き































    くなる。 
仮説 2：ある製品やサービスに対する空間的距離が遠ければ遠いほど，知覚価値が高 
    くなる。 
仮説 3：ある製品やサービスに対する社会的距離が近ければ近いほど，知覚価値が高       
    くなる。1 
仮説 4：ある製品やサービスに対する時間的距離と空間的距離がともに遠ければ遠い 










 プレテストは，2013 年 7 月 2 日から 7 月 16 日の間に M 大学の学生 46 名を対象に実
施した。その結果に基づき，一部の質問項目を修正した。本テストは，2013 年 10 月 23
日に実施し，M 大学に在籍する学部生を被験者とした。質問票は 130 部を配布し，120
部を回収した。回収率は 92.3%である。そのうち，有効回答は 101 部であり，有効回答
率は 77.7%であった。回答者の性別の内訳は，男性 77 名，女性 23 名，無回答 1名であ
った。被験者の年齢は平均 21.3 歳であり，最年少者 20 歳，最年長者 26 歳であった。 
                                                  













































心理的距離 車 ホテル ギフトノート パスタ 
遠い 
平均値 5226530.61 59673.47 2104.08 1505.10 
度数 49 49 49 49 
標準偏差 4464712.361 53675.874 1526.428 580.611 
近い 
平均値 4419230.77 47342.44 2788.08 1083.08 
度数 52 52 52 52 
標準偏差 4067520.248 46008.968 6791.149 272.811 
合計 
平均値 4810891.09 53324.82 2456.24 1287.82 
度数 101 101 101 101 
標準偏差 4262672.894 50008.683 4975.688 494.673 
 
表3-2 分散分析表 
 平方和 自由度 平均平方 F値 有意確率









































   
ノート x 心理的距
離（社会的距離） 














ｸﾞﾙｰﾌﾟ間 (結合) 4493188.610 1 4493188.610 22.267 .000
ｸﾞﾙｰﾌﾟ内 19976932.182 99 201787.194   






車 x 心理的距離 .095 .009
ホテル x 心理的距離 .124 .015
ノート x 心理的距離 .069 .005


























































































                                                  
2 本章は，ニューサウスウェールズ大学経済学研究科博士後期課程の Bianca Bonollo 氏との共著である。



































































III 実験のデザインとリサーチ・クェスチョンの提示  
















または悪いとなる確率はそれぞれ 1/ 2 と 1/ 2 である）が想定され，5豪ドルの投資
はリスク中立の選択肢であり，5豪ドル以上を投資する場合，リスクが伴う。 
 
表 4-1 収益表 
 
 




表 4-2 本章の実験デザイン 
 



























（確率 1/ 2 
対 1/ 2） 


































                                                  










に関する確率を更新しないはずである。Bougheas et al.(2014)4 
によって，シグナルの更新による確率の更新の結果は，以下の通りである。 
 
Pr{good state | 0 good and 3 bad signals} = 1/9 
Pr{good state | 1 good and 2 bad signals} = 1/3 
Pr{good state | 2 good and 1 bad signals} = 2/3 





















                                                  
4 Bougheas et al. (2014)は，ベイジアン情報処理に基づき，真実の状態が良いとなる確率を 


















方向へ選択を調整すれば，RCB を犯すことになる。このように第 2 ステージを基準に，
第 3ステージ，そして第 4ステージと比較することで，ベイジアン錯誤はいつ出現する









を検証する基準とする。まず，第 3 ステージと第 4 ステージの結果を比較することで，
グループ・ディスカッション後に自身の選択を変更したかどうかで，グループ効果の影
響を受ける被験者を識別できる。さらに，グループ効果の影響を四つのケースに分ける。
まず，第 5ステージで，第 3ステージの選択に戻る被験者の場合は，第 4ステージの結
果は，社会的選好によるものであることが分かる。つまり，グループにいる他者を配慮
した行動結果である。また，第 5ステージで，第 4ステージの選択を維持する被験者は，






3 実験の実施  
実験はシドニーのニューサウスウェールズ大学(The University of New South Wales)
エーエスビー（ASB, Australian School of Business の略称）実験室において行われ
た。被験者は大学の異なる学部，および研究科に在籍している学生である。彼らは事前
に ORSEE（Online Recruitment System for Economic Experiments）に登録しているメ
ンバーであり，実験参加を依頼するメールに応じて，今回の実験に応募した。実験用の
ソフトウエアは z-Tree(Fischbacher,U. 2007) である。  
実験は 2014 年 11 月 17 日から 11 月 24 日にわたって行われた。165 名の被験者は，6
セッションに分かれて実験に参加した。そのうち，51％は女性であり，49％は男性であ
る。また 55％は学部生，32％は博士前期課程の学生，13％は博士後期課程の学生であ
る。実験の報酬として，一人平均の支払い額は 12 豪ドル（最低０豪ドル，最高 23.6 豪
ドル）に 5豪ドルの参加費を加え，17 豪ドルである。 
 

























グナルを受信した被験者であり，表 4-3 で赤い枠で囲まれた 72 人（そのうち自身のシ
グナルが良い 36 人および自身のシグナルが悪い 36 人）である。 
 




































 その後，第 3ステージ，第 4 ステージそして第 5ステージでは，選ばれた７２人の被
験者の投資額をそれぞれ第 2ステージと比較する。その結果から，被験者がベイジアン


















































B 18 14 12 21 12 12 39 26 24 
CB 5 5 6 10 8 9 15 13 15 
RCB 13 17 18 5 16 15 18 33 33 
合計 36 36 36 36 36 36 72 72 72 






















































3 ステージと第 4ステージでの標準偏差を比較し，その結果を図 4-2 に示した。 
 
















V まとめと今後の課題   







より彼らの RCB の出現に貢献していることが分かった。この結果を用い，Bougheas et 
al.(2014)の議論を一歩前進させ，RCB の存在を確認しただけではなく，その原因をよ


















































































































































































































































点を同じく意思決定プロセスに置いているが，第 2 章と第 3章より，さらに認知的プロ
セスに踏み込んだ形で研究を前進させた。文脈の設定は，社会的文脈を中心としたが，
第 2章と第 3 章で検討したように，社会的距離という捉え方ではなく，グループにおけ
る他者の選好を独立変数として設定した。 
 
表 5-2 各章における価値判断の焦点および文脈設定のまとめ 
 
章節 価値判断の焦点 文脈の設定 




























強調しておきたいのは，第 4 章での社会的文脈が，第 2章と第 3 章における社会的距離
の検討の延長線ではなく，文脈へ新たにアプローチする切口ということである。つまり，



















表 5-3 各章における研究アプローチの比較 
 
 研究アプローチ 視点の変化 アプローチの評価 
第 1章 影響要因の特定 外で文脈要因を特定しようとする × 


































表 5-4 各章における被説明変数の設定 
 
 被説明変数の設定 測定の焦点 
第 1章 高い評価 ×（固定された） 
第 2，3章 知覚価値 絶対的な価値 
























 前述したように，第 1 章での方法は，特定の製品を中心に研究する場合は有効である


















































































































































































性別：女性＿＿＿＿  男性＿＿＿＿ 
 
職業：学生＿＿＿＿  会社員＿＿＿＿ その他＿＿＿＿（具体的な職業を記入） 
 
学歴：大学＿＿＿＿ 大学院＿＿＿＿ その他_______  
 
毎月のお小遣い（生活必要経費を除く）：  
1 万円以下＿＿＿＿ 1 万円から 3 万円＿＿＿＿ 
 
















Ver１. 遠い心理的距離の場合： 評価と選好についての調査 


























































Ver2. 近い心理的距離の場合： 評価と選好についての調査  
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